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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第147期

当第３四半期
連結累計期間

第147期
当第３四半期
連結会計期間

第146期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 376,412 121,782 496,549

経常利益 (百万円) 4,574 912 7,144

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) 1,900 △255 1,500

純資産額 (百万円) ― 64,236 65,083

総資産額 (百万円) ― 273,523 265,505

１株当たり純資産額 (円) ― 434.30 437.71

１株当たり四半期(当期)純
利益又は四半期純損失(△)

(円) 13.06 △1.76 10.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 12.40 ― 9.61

自己資本比率 (％) ― 23.1 24.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,485 ― 8,195

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,377 ― △3,304

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,214 ― △5,407

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 3,450 2,142

従業員数 (名) ― 1,858 1,799

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　 しておりません。

　　 ２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　第147期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式はあ

るものの、１株当たり四半期純損失のため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい
て、重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,858〔313〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

　　 ２　臨時従業員数は〔　〕内に、当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 879

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

　

EDINET提出書類

日本紙パルプ商事株式会社(E02510)

四半期報告書

 3/27



第２ 【事業の状況】

１ 【仕入、販売実績】

(1) 仕入実績
　

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間

平成20年10月１日～平成20年12月31日

紙パルプ等卸売事業　　　　　　　　　　　　(百万円) 106,389

(注) １　金額は仕入価格によっております。
２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績
　

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間

平成20年10月１日～平成20年12月31日

紙パルプ等卸売事業　　 　　　　　　　　　 (百万円) 117,191

不動産賃貸及びその他の事業　　　　　　　  (百万円) 4,591

              合計　　　　　　　　　　　　(百万円) 121,782

(注) １　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。
　

  (1) 業績の状況
当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発する世界同時不況、株安、

円高等の影響により、企業業績が低下し、雇用情勢は厳しさを増し、景気は急速に後退しました。

　このような状況のもと、当第３四半期連結会計期間の売上高は、1,218億円になりました。利益面では、営

業利益は８億３千５百万円に、経常利益は９億１千２百万円になりました。また、四半期純損益は、投資有

価証券評価損等の特別損失の計上により、２億５千５百万円の四半期純損失となりました。
　

当第３四半期連結会計期間の営業状況を事業の種類別セグメントでみますと、次のとおりであります。

「紙パルプ等卸売事業」 

　紙パルプ業界におきましては、紙、板紙とも前連結会計年度に引き続き当第３四半期連結会計期間まで

に価格修正が実施されましたが、当第３四半期連結会計期間において国内需要が大きく減少しました。こ

の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,172億円となりました。また、営業利益は12億２千４百万

円となりました。 

「不動産賃貸及びその他の事業」 

　当第３四半期連結会計期間の売上高は46億円となり、営業利益は５億４千１百万円となりました。 
　
  (2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、売上債権の増加等により、前連結会計年度末に比べて80億１

千８百万円増加しました。

　総負債は、短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増加等により、前連結会計年度末に比べて88億６

千５百万円増加しました。なお、第２回普通社債の償還資金は、長期借入れにより調達しております。

　純資産は、その他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末に比べて８億４千８百万円減

少しました。
　
  (3) キャッシュ・フローの状況
　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して13億８百万円増の34

億５千万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第３四半期連結会計期間末が銀行休業日であった影響による

売上債権の増加等により、当第３四半期連結会計期間において75億１千万円の支出となり、期首からの当

第３四半期連結累計期間では54億８千５百万円の支出となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、当第３四半期連結会計期間において非連結子会社に対する短期

貸付金の増加により11億３千５百万円の支出となり、期首からの当第３四半期連結累計期間では13億７

千７百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、当第３四半期連結会計期間において短期借入金及びコマーシャ

ル・ペーパーの増加により95億７千４百万円の収入となり、期首からの当第３四半期連結累計期間では

82億１千４百万円の収入となりました。
　
  (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。
　
  (5) 研究開発活動

特記事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において重要な設備の新設、除去等の計画に重要な異動はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,603,000

計 295,603,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 149,421,642 149,421,642東京証券取引所市場第１部
単元株式数は1,000株
であります。

計 149,421,642 149,421,642 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】
　　当社は、旧商法の規定に基づき新株予約権付社債を発行しております。

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日）

 新株予約権の数(個) 2,787

 新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

 新株予約権の目的となる株式の種類
　普通株式
　単元株式数は1,000株であります。

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,763,231

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 359

 新株予約権の行使期間 　平成15年１月６日から平成21年９月29日まで

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
 発行価格及び資本組入額(円)

　 発行価格  　　 359
　 資本組入額　　 180

 新株予約権の行使の条件 　(注)

 新株予約権の譲渡に関する事項 　権利の譲渡及び質入は認めない。

 新株予約権付社債の残高(百万円) 2,787

 代用払込みに関する事項 ―

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の金額の償還に代
えて新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新株予約権が
行使されたときは、当該請求があったものとみなします。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　 　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 149,421 ― 16,506 ― 15,099

　

(5) 【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。

　

(6) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない
ため、記載することができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載し
ております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
 普通株式   3,660,000

― ―

（相互保有株式）
 普通株式     868,000

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式 143,735,000 143,735 ―

単元未満株式  普通株式   1,158,642 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           149,421,642 ― ―

総株主の議決権 ― 143,735 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 (自己保有株式）

日本紙パルプ商事㈱
東京都中央区日本橋本石
町４－６－11

3,660,000 ― 3,660,000 2.4

(相互保有株式）

コスモ紙商事㈱
東京都千代田区内神田
１－５－13

156,000 ― 156,000 0.1

中津川包装工業㈱
愛知県春日井市長塚町
２－12

13,000 ― 13,000 0.0

本州電材㈱
大阪府大阪市中央区瓦町
１－６－10

39,000 ― 39,000 0.0

北上製紙㈱
岩手県一関市旭町
10－１

28,000 ― 28,000 0.0

東京産業洋紙㈱
東京都中央区日本橋室町
３－４－４

626,000 ― 626,000 0.4

㈱アクアス
愛知県名古屋市中区栄
１－25－35

6,000 ― 6,000 0.0

計 ― 4,528,000 ― 4,528,000 3.0

(注)　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権の数２

個)あります。なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 385 391 386 381 377 379 358 345 302

最低(円) 350 359 361 348 354 338 245 266 269

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ
ります。
役職の異動

新役名(職名) 旧役名(職名) 氏　　　名 異 動 年 月 日

取締役
（管理本部副本部長兼　
　財務部部長）

取締役
（管理本部副本部長）

岡　崎　昭　彦 平成21年１月16日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、八重洲監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

日本紙パルプ商事株式会社(E02510)

四半期報告書

10/27



１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,470 2,162

受取手形及び売掛金 ※1, ※6
 156,863

※1
 149,468

たな卸資産 ※2
 22,190

※2
 21,711

その他 5,700 5,636

貸倒引当金 △2,739 △2,637

流動資産合計 185,483 176,339

固定資産

有形固定資産 ※3, ※4
 46,110

※3, ※4
 44,363

無形固定資産 930 915

投資その他の資産

投資有価証券 34,591 38,295

その他 7,155 6,348

貸倒引当金 △747 △755

投資その他の資産合計 ※5
 40,999

※5
 43,888

固定資産合計 88,040 89,166

資産合計 273,523 265,505

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※6
 119,062 118,720

短期借入金 ※4
 30,261

※4
 26,330

コマーシャル・ペーパー 15,000 10,000

1年内償還予定の社債 2,787 5,000

未払法人税等 247 1,904

引当金 820 113

その他 4,393 6,587

流動負債合計 172,570 168,654

固定負債

社債 10,000 12,788

長期借入金 ※4
 15,964

※4
 10,530

引当金 3,120 2,775

負ののれん 671 －

その他 6,962 5,674

固定負債合計 36,717 31,767

負債合計 209,287 200,422
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,506 16,506

資本剰余金 15,099 15,099

利益剰余金 32,063 31,621

自己株式 △1,495 △1,484

株主資本合計 62,173 61,742

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,479 2,063

繰延ヘッジ損益 △14 △21

為替換算調整勘定 △469 △105

評価・換算差額等合計 996 1,937

少数株主持分 1,066 1,405

純資産合計 64,236 65,083

負債純資産合計 273,523 265,505
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　　 【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

売上高 376,412

売上原価 348,670

売上総利益 27,743

販売費及び一般管理費 ※1
 23,339

営業利益 4,404

営業外収益

受取利息 100

受取配当金 721

持分法による投資利益 30

その他 190

営業外収益合計 1,042

営業外費用

支払利息 702

その他 170

営業外費用合計 872

経常利益 4,574

特別利益

投資有価証券売却益 158

受取補償金 63

企業結合における交換利益 53

固定資産売却益 12

その他 2

特別利益合計 288

特別損失

投資有価証券評価損 795

固定資産処分損 11

その他 14

特別損失合計 821

税金等調整前四半期純利益 4,041

法人税、住民税及び事業税 1,729

法人税等調整額 349

法人税等合計 2,078

少数株主利益 63

四半期純利益 1,900
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　　　 【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

売上高 121,782

売上原価 113,208

売上総利益 8,574

販売費及び一般管理費 ※1
 7,739

営業利益 835

営業外収益

受取利息 32

受取配当金 277

持分法による投資利益 32

その他 51

営業外収益合計 392

営業外費用

支払利息 243

その他 73

営業外費用合計 316

経常利益 912

特別利益

投資有価証券売却益 10

投資有価証券評価損戻入益 8

固定資産売却益 3

その他 2

特別利益合計 23

特別損失

投資有価証券評価損 795

固定資産処分損 5

その他 10

特別損失合計 810

税金等調整前四半期純利益 125

法人税、住民税及び事業税 2

法人税等調整額 376

法人税等合計 378

少数株主利益 3

四半期純損失（△） △255
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,041

減価償却費 2,118

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115

その他の引当金の増減額（△は減少） 1,057

受取利息及び受取配当金 △822

支払利息 702

持分法による投資損益（△は益） △30

有形固定資産売却損益（△は益） △8

投資有価証券評価損益（△は益） 795

投資有価証券売却損益（△は益） △158

売上債権の増減額（△は増加） △7,886

たな卸資産の増減額（△は増加） △801

仕入債務の増減額（△は減少） 566

その他 △2,011

小計 △2,323

利息及び配当金の受取額 867

利息の支払額 △676

法人税等の支払額 △3,353

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,485

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △832

有形固定資産の売却による収入 66

無形固定資産の取得による支出 △294

投資有価証券の取得による支出 △2,178

投資有価証券の売却による収入 1,261

投資有価証券の償還による収入 1,000

その他 △401

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,377

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,072

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 5,000

長期借入れによる収入 7,230

長期借入金の返済による支出 △1,551

社債の償還による支出 △5,000

自己株式の取得による支出 △18

配当金の支払額 △1,458

少数株主への配当金の支払額 △15

その他 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,214

現金及び現金同等物に係る換算差額 △43

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,308

現金及び現金同等物の期首残高 2,142

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,450
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

会計方針の変更

　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、棚卸資産の評価基準及び評価方法については、主として先入先出法による原価法か

ら主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が第２四半期連結会計期間末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方

法によっております。

なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

(賞与引当金)

　当社は、従来、未払従業員賞与については未払費用として計上し流動負債の「その他」に表示しておりましたが、

当第３四半期連結会計期間において賞与支給額の算定方法を見直したことにより四半期連結会計期間末において

賞与支給額が確定しないことになったため、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（日本公

認会計士協会　平成13年２月14日　リサーチ・センター審理情報NO.15）に従い、当第３四半期連結会計期間より賞

与引当金として計上し流動負債の「引当金」に表示しております。なお、前連結会計年度において、流動負債の

「その他」に計上しておりました未払従業員賞与は1,631百万円であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して、債務

保証を行っております。

Japan Pulp & Paper
(Shanghai)Co.,Ltd.

1,011百万円

　㈱ニッソー 555　〃

川辺バイオマス発電㈱ 356　〃

日奔紙張紙漿電材(上海)有限
公司

291　〃

Kosoku Paper Ltd.129　〃

　大豊製紙㈱ 63　〃

浙江日紙紙業有限公司 53　〃

Tai Tak Takeo Fine Paper
Co., Ltd.

38　〃

　Japan Pulp & Paper
　(Australia)Pty.Ltd.

21　〃

天津日海輝陽再生資源回収
有限公司

20　〃

青島王子包装有限公司 9  〃

Fine Paper Takeo(M)
Sdn.Bhd.

2　〃

合計 2,547　〃

上記のうち外貨建のもの

   円貨額 1,573百万円

   (外貨額) (RMB 80,154千他)

（注）青島王子包装有限公司に対する保証債務は、
当社グループ負担額を記載しており、他社負
担額を含めた連帯保証債務総額は41百万円で
あります。

 ※１ このほか、

　受取手形割引高 112百万円

　受取手形裏書譲渡高 35  〃

　輸出信用状付荷為替手形
　銀行間未決済残高

45  〃

 ※２ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　商品及び製品 21,774百万円

　仕掛品 14　〃

　原材料及び貯蔵品 402　〃

 ※３ 有形固定資産減価償却累計額 42,359百万円

 ※４ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

　有形固定資産 28,374百万円

上記に対応する債務

　短期借入金 291百万円

　長期借入金 5,553  〃

　合計 5,844  〃

※５ 個別引当の貸倒引当金(総額683百万円)が対象債
権より直接控除されております。

※６ 第３四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交
換日をもって決済処理しております。なお、当第
３四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日で
あったため第３四半期連結会計期間末日満期手
形が以下の科目に含まれております。　　　

　受取手形 6,425百万円

　支払手形 2,095　〃

※　保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して、債務

保証を行っております。

㈱ニッソー 570百万円

川辺バイオマス発電㈱ 435  〃

Japan Pulp & Paper
(Shanghai)Co.,Ltd.

383  〃

日奔紙張紙漿電材(上海)有限
公司

236  〃

Kosoku Paper Ltd.142  〃

浙江日紙紙業有限公司 104  〃

大豊製紙㈱ 85  〃

Tai Tak Takeo Fine Paper
Co., Ltd.

44  〃

青島王子包装有限公司 11  〃

Fine Paper Takeo(M)
Sdn.Bhd.

 2  〃

合計 2,012  〃

上記のうち外貨建のもの

   円貨額 921百万円

   (外貨額) (RMB 30,498千他)

（注）青島王子包装有限公司に対する保証債務は、
当社グループ負担額を記載しており、他社負
担額を含めた連帯保証債務総額は50百万円で
あります。

 ※１ このほか、

　受取手形割引高 120百万円

　受取手形裏書譲渡高 48  〃

　輸出信用状付荷為替手形
　銀行間未決済残高

140  〃

 ※２ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　商品及び製品 21,321百万円

　仕掛品 11  〃

　原材料及び貯蔵品 380  〃

 ※３ 有形固定資産減価償却累計額 　41,797百万円

 ※４ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

　有形固定資産 26,110百万円

上記に対応する債務

　短期借入金 351百万円

　長期借入金 5,743  〃

　合計 6,094  〃

※５ 個別引当の貸倒引当金(総額1,182百万円)が対象
債権より直接控除されております。

―――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。

従業員給料手当 7,234百万円

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであります。

従業員給料手当 1,797百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,470百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金・定期積金 △20  〃

現金及び現金同等物 3,450  〃
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当第３四半期連結会計
期間末株式数（千株）

発行済株式

　　普通株式 149,421

自己株式

　　普通株式 3,970

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的と
なる株式の数(千株)

当第３四半期連結会計
期間末残高(百万円)

提出会社 普通株式 7,763 ―

(注)　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。
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３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 729 5 平成20月３月31日 平成20年６月30日

平成20年10月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 729 5 平成20月９月30日 平成20年12月１日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　
　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

おりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引は、当第３四半期連結会計期間においてヘッジ会計が適用されているため、該当事項

はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
紙パルプ等
卸売事業
(百万円)

不動産賃貸及び
その他の事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 117,191 4,591 121,782 ― 121,782

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

956 622 1,578 （1,578) ―

計 118,147 5,213 123,360 (1,578) 121,782

営業利益 1,224 541 1,765 (930) 835

(注）１　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

　　 ２　各事業の主な商品及び役務

　　　 (1) 紙パルプ等卸売事業………………紙、板紙、パルプ、古紙、その他紙関連物資

 (2) 不動産賃貸及びその他の事業……不動産の賃貸、製紙、紙関連物資の保管・配送・印刷・加工、情報シ

　 　　　　　　　　　　　　　　　　ステム販売、リース業

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
紙パルプ等
卸売事業
(百万円)

不動産賃貸及び
その他の事業
(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 362,723 13,690 376,412 ― 376,412

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

2,844 1,822 4,666 （4,666) ―

計 365,567 15,511 381,078 (4,666) 376,412

営業利益 5,426 1,659 7,085 (2,682) 4,404

(注）１　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

　　 ２　各事業の主な商品及び役務

　　　 (1) 紙パルプ等卸売事業………………紙、板紙、パルプ、古紙、その他紙関連物資

 (2) 不動産賃貸及びその他の事業……不動産の賃貸、製紙、紙関連物資の保管・配送・印刷・加工、情報シ

　 　　　　　　　　　　　　　　　　ステム販売、リース業

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 10,851 2,553 904 1,147 15,455

Ⅱ　連結売上高(百万円) 121,782

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

8.9 2.1 0.7 0.9 12.7

(注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　 ２　各区分に属する主な国又は地域

　　　 (1) アジア……………韓国・中国・台湾・マレーシア・タイ・香港・インドネシア等（中近東除く。)

 (2) 北米………………米国・カナダ

 (3) 欧州………………ドイツ・ベルギー・オーストリア・イギリス等

 (4) その他の地域……メキシコ・オーストラリア・チリ・ブラジル・エジプト等

　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 42,647 7,340 3,255 3,997 57,239

Ⅱ　連結売上高(百万円) 376,412

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

11.3 1.9 0.9 1.1 15.2

(注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　 ２　各区分に属する主な国又は地域

　　　 (1) アジア……………韓国・中国・台湾・マレーシア・タイ・香港・インドネシア等（中近東除く。)

 (2) 北米………………米国・カナダ

 (3) 欧州………………ドイツ・ベルギー・オーストリア・イギリス等

 (4) その他の地域……メキシコ・オーストラリア・チリ・ブラジル・エジプト等

　　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

日本紙パルプ商事株式会社(E02510)

四半期報告書

21/27



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 １株当たり純資産額　       434.30円  １株当たり純資産額　   　　437.71円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日）

前連結会計年度末
(平成20年３月31日）

純資産の部の合計額 64,236百万円 65,083百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 1,066百万円 1,405百万円

（うち少数株主持分） 1,066百万円 1,405百万円

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結会計
年度末)の純資産額

63,170百万円 63,679百万円

普通株式の発行済株式数 149,421千株 149,418千株

普通株式の自己株式数 3,970千株 3,935千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連
結会計期間末(連結会計年度末)の普通株式の数

145,451千株 145,482千株

　

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 13.06円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12.40円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益

      四半期純利益 1,900百万円

　　  普通株主に帰属しない金額 ―

　　  普通株式に係る四半期純利益 1,900百万円

　　  普通株式の期中平均株式数 145,467千株

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　  四半期純利益調整額 ―

　　   普通株式増加数 7,763千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

―――――
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　　第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 1.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式はあるものの、１株当たり四半期純損失のため、記
載しておりません。

(注)　 １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

 四半期純損失 255百万円

 普通株主に帰属しない金額 ―

 普通株式に係る四半期純損失 255百万円

 普通株式の期中平均株式数 145,457千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株
式について前連結会計年度末から重要な変動があ
る場合の概要

―――――
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

（重要な事業の譲渡）
　当社は、子会社ジェーピー・リース㈱が保有するリース契約等に関し平成20年11月28日付で地位譲渡契約を締結
し、平成21年１月31日付で譲渡しました。

(1) 事業譲渡の理由

リース事業を取り巻く環境について厳しい状況が続いており、リース事業より撤退することとしたためであり

ます。

(2) 譲渡する相手会社の名称

東京リース㈱他１社

(3) 譲渡する事業の内容

ジェーピー・リース㈱が保有するリース契約及び割賦販売契約の上に存する契約上の地位（物件所有権・リー

ス債権・割賦債権その他一切の権利・義務を含む。）

(4) 譲渡価額

2,738百万円（予定）

(5) その他重要な特約等

譲渡対象取引の一部について、ジェーピー・リース㈱が当該取引の債務者と連帯してこれを保証し、また、当社

は当該保証債務についてジェーピー・リース㈱と連帯して保証するものとしております。

（重要な事業の譲受）
　当社は、平成20年12月10日付で設立した100％子会社㈱エコペーパーＪＰが㈱トキワの製紙事業を譲り受けること
を目的とした事業譲渡契約書を、平成21年１月29日付で締結しました。

(1) 事業譲受の目的

㈱トキワの経営判断による製紙事業の売却の方針を受けて、当社が総代理店の立場としてお客様への安定供給

の責任を果たすには製紙事業を譲り受けることが最善の策と考えるに至ったものであります。

(2) 譲り受ける相手会社の名称

㈱トキワ

(3) 譲り受ける事業の内容

㈱トキワの製紙事業全般

(4) 譲り受ける資産の額

製紙事業に係わる固定資産

　　5,300百万円（内土地3,060百万円）

(5) 譲受の時期

平成21年４月１日

(6) その他重要な特約等

本件譲受に伴い、本件譲渡日において本件製紙事業に係わる製品在庫、原材料等を、本件譲渡資産とは別に譲渡

単価、譲渡限度数量その他を取り決め、譲り受けるものとしております。
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２【その他】

平成20年10月24日開催の取締役会において当期の中間配当金について次のとおり決議しました。

　１　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　 ５円00銭

　２　中間配当総額　　　　　　　　　　　　　　 729百万円

　３　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　 平成20年12月１日

　(注)　　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行ってお

　　ります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

日本紙パルプ商事株式会社

取締役会　御中

　

八重洲監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　本　　間　　英　　雄　　印

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　久　　具　　壽　　男　　印

　

業務執行社員 公認会計士　　三　　井　　智　　宇　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

紙パルプ商事株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平

成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本紙パルプ商事株式会社及び連結子会社の

平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計

期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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